
（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ
1

661,000,847 536,266,876 124,733,971
378,350,372 348,739,188 29,611,184

5,480,893 6,554,778 △ 1,073,885
45,042,098 71,513,237 △ 26,471,139

1,089,874,210 963,074,079 126,800,131

2
(1) 基本財産

47,712 13,551,507 △ 13,503,795
1,599,952,288 1,586,448,493 13,503,795

　基本財産合計 1,600,000,000 1,600,000,000 0
(2)

254,407,074 226,828,878 27,578,196
184,320,970 184,320,970 0
450,000,000 450,000,000 0
150,000,000 100,000,000 50,000,000

0 50,000,000 △ 50,000,000
100,000,000 100,000,000 0
221,010,000 141,010,000 80,000,000

　特定資産合計 1,359,738,044 1,252,159,848 107,578,196
(3) その他固定資産

710,113 745,917 △ 35,804
64,171,691 151,610 64,020,081
17,990,053 13,388,214 4,601,839

429,562 429,562 0
1,173,996,277 1,371,219,720 △ 197,223,443

1,612,590 4,299,980 △ 2,687,390
974,475 781,830 192,645

81,058,320 123,611,280 △ 42,552,960
57,824,446 0 57,824,446
3,242,269 3,039,560 202,709

△ 1,620,561 △ 1,519,262 △ 101,299
　その他固定資産合計 1,400,389,235 1,516,148,411 △ 115,759,176
　固定資産合計 4,360,127,279 4,368,308,259 △ 8,180,980
　資産合計 5,450,001,489 5,331,382,338 118,619,151

Ⅱ
1

232,588,908 375,891,576 △ 143,302,668
48,333,052 48,355,339 △ 22,287
6,320,723 3,056,786 3,263,937
22,399,100 63,357,100 △ 40,958,000
28,956,468 26,100,433 2,856,035

0 21,600,000 △ 21,600,000
338,598,251 538,361,234 △ 199,762,983

2
254,407,074 226,828,878 27,578,196

　固定負債合計 254,407,074 226,828,878 27,578,196
　負債合計 593,005,325 765,190,112 △ 172,184,787

Ⅲ
1

　指定正味財産合計 0 0 0

2 4,856,996,164 4,566,192,226 290,803,938
　（うち基本財産への充当額） ( 1,600,000,000 ) ( 1,600,000,000 ) ( 0 )
　（うち特定資産への充当額） ( 1,105,330,970 ) ( 1,025,330,970 ) ( 80,000,000 )
　正味財産合計 4,856,996,164 4,566,192,226 290,803,938

5,450,001,489 5,331,382,338 118,619,151

賞 与 引 当 金

一 般 正 味 財 産

　負債及び正味財産合計

資 産 除 去 債 務
　流動負債合計

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金

正味財産の部
指 定 正 味 財 産

未 払 消 費 税 等

保 証 金
敷 金

長 期 未 収 金
貸 倒 引 当 金

負  債  の  部
流 動 負 債

未 払 金
前 受 金
預 り 金

投 資 有 価 証 券

ソ フ ト ウ ェ ア

減 価 償 却 引 当 資 産

事務所基盤整備事業積立基金
財 政 調 整 積 立 資 産

建 物

電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産

基幹システム改善積立資産
JWNET 機 能 改 善 積 立 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産

現 金 預 金
未 収 金
未 収 利 息
前 払 金

　流動資産合計

固 定 資 産

定 期 預 金
投 資 有 価 証 券

特定資産

建 物 付 属 設 備
什 器 備 品
土 地

流 動 資 産

貸    借    対    照    表
令和６年３月３１日現在

科        目

資　産　の　部



（単位：円）

１ 経常増減の部

(1) 経常収益

① 基　本　財　産　運　用　益 21,465,535 12,706,422 8,759,113
② 特　定　資　産　運　用　益 62,971 59,534 3,437
③ 事　　　業　　　収　　　益 2,176,730,127 2,038,207,779 138,522,348

1,171,547,116 1,103,381,164 68,165,952

991,922,200 919,317,766 72,604,434

7,334,060 9,870,675 △ 2,536,615

836,367 363,638 472,729

4,800,000 4,818,182 △ 18,182

290,384 456,354 △ 165,970
④ 雑　　　　　収　　　　　益 491,305 851,640 △ 360,335
⑤ 為　　　替　　　差　　　益 66,048,380 0 66,048,380

経常収益計 2,264,798,318 2,051,825,375 212,972,943

(2) 経常費用

① 事　　　　　業　　　　　費 971,791,921 986,208,412 △ 14,416,491

356,959,896 430,186,231 △ 73,226,335

561,380,309 507,045,781 54,334,528

4,179,814 3,998,847 180,967

1,008,521 449,007 559,514

4,800,000 4,818,182 △ 18,182

9,089,979 8,824,077 265,902

13,223,401 10,645,377 2,578,024

21,150,001 20,240,910 909,091

② 配賦事業費 又は 管理費 991,715,599 845,516,506 146,199,093

428,914,615 418,229,665 10,684,950
・ 340,816,893 334,830,500 5,986,393
・ 59,269,526 58,396,074 873,452
・ 28,828,196 25,003,091 3,825,105

562,800,984 427,286,841 135,514,143
・ 126,928 39,270 87,658
・ 690,908 411,660 279,248
・ 682,285 306,881 375,404
・ 4,150,968 2,397,968 1,753,000
・ 191,200 176,232 14,968
・ 26,507,081 161,358 26,345,723
・ 468,485 665,591 △ 197,106
・ 10,097,426 7,766,552 2,330,874

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

新 聞 図 書 費

消 耗 什 器 備 品 費

消 耗 品 費

資 料 作 成 費

人 件 費

報 酬 ・ 給 与 ・ 賞 与

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

需 用 費

渉 外 費

自 主 調 査 事 業

広 報 事 業

そ の 他 の 公 益 事 業 等

会 議 費

受 託 調 査 等 事 業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

受 託 調 査 等 事 業

広 報 事 業

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

令 和 ５ 年 度

  正　味　財　産　増　減　計　算　書　　
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

科         目 当　年　度 前　年　度 増　減



（単位：円）

・ 2,421,362 2,716,500 △ 295,138
・ 109,174,535 54,587,451 54,587,084
・ 1,339,969 1,264,632 75,337
・ 93,211 56,160 37,051
・ 1,269,618 1,380,988 △ 111,370
・ 696,664 744,941 △ 48,277
・ 6,836,590 6,824,620 11,970
・ 1,000,000 0 1,000,000
・ 35,804 37,609 △ 1,805
・ 4,657,845 949,518 3,708,327
・ 13,289,477 5,945,003 7,344,474
・ 368,859,193 327,304,852 41,554,341
・ 2,687,390 2,592,650 94,740
・ 87,355 71,393 15,962
・ 1,513,466 587,504 925,962
・ 1,152,422 3,060,388 △ 1,907,966
・ 0 3,755,564 △ 3,755,564
・ 4,770,802 3,481,556 1,289,246

経常費用計 1,963,507,520 1,831,724,918 131,782,602
当期経常増減額 301,290,798 220,100,457 81,190,341

２ 経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 1,390,800 0 1,390,800
経常外収益計 1,390,800 0 1,390,800

(2) 経常外費用

事務所移転費用 852,660 35,053,125 △ 34,200,465
ソフトウェア除去額 11,025,000 0 11,025,000
経常外費用計 11,877,660 35,053,125 △ 23,175,465
当期経常外増減額 △ 10,486,860 △ 35,053,125 24,566,265
当期一般正味財産増減額 290,803,938 185,047,332 105,756,606

一般正味財産期首残高 4,566,192,226 4,381,144,894 185,047,332
一般正味財産期末残高 4,856,996,164 4,566,192,226 290,803,938

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

4,856,996,164 4,566,192,226 290,803,938

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 損 失

雑 費

為 替 差 損

租 税 公 課

支 払 報 酬

寄 付 金

建 物 減 価 償 却 費

建物付属設備減価償却費

什 器 備 品 減 価 償 却 費

ソフトウェア減価償却費

その他無形固定資産減価償却費

保 証 金 減 少 額

光 熱 水 料 費

賃 借 料

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス 料

火 災 保 険 料

諸 謝 金

当　年　度 前　年　度 増　減科         目



（単位：円）

１ 経常増減の部

(1) 経常収益

① 基　本　財　産　運　用　益 15,025,875 6,439,660 21,465,535
② 特　定　資　産　運　用　益 62,971 0 62,971
③ 事　　　業　　　収　　　益 1,959,057,114 217,673,013 2,176,730,127

1,054,392,404 117,154,712 1,171,547,116

892,729,980 99,192,220 991,922,200

6,600,654 733,406 7,334,060

752,730 83,637 836,367

4,320,000 480,000 4,800,000

261,346 29,038 290,384
④ 雑　　　　　収　　　　　益 442,174 49,131 491,305
⑤ 為　　　替　　　差　　　益 46,233,866 19,814,514 66,048,380

経常収益計 2,020,822,000 243,976,318 0 2,264,798,318

(2) 経常費用

① 事　　　　　業　　　　　費 971,791,921 971,791,921

356,959,896 356,959,896

561,380,309 561,380,309

4,179,814 4,179,814

1,008,521 1,008,521

4,800,000 4,800,000

9,089,979 9,089,979

13,223,401 13,223,401

21,150,001 21,150,001

② 配賦事業費 又は 管理費 900,986,052 90,729,547 991,715,599

367,822,591 61,092,024 428,914,615
・ 291,145,727 49,671,166 340,816,893
・ 50,616,175 8,653,351 59,269,526
・ 26,060,689 2,767,507 28,828,196

533,163,461 29,637,523 562,800,984
・ 0 126,928 126,928
・ 0 690,908 690,908
・ 0 682,285 682,285
・ 3,752,475 398,493 4,150,968
・ 0 191,200 191,200
・ 23,962,401 2,544,680 26,507,081
・ 423,510 44,975 468,485
・ 9,128,073 969,353 10,097,426

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

新 聞 図 書 費

消 耗 什 器 備 品 費

消 耗 品 費

人 件 費

自 主 調 査 事 業

広 報 事 業

そ の 他 の 公 益 事 業 等

資 料 作 成 費

報 酬 ・ 給 与 ・ 賞 与

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

需 用 費

渉 外 費

会 議 費

受 託 調 査 等 事 業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

受 託 調 査 等 事 業

広 報 事 業

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

令 和 ５ 年 度

  正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表　
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

科         目 法人会計 内部取引控除 合　計
公益目的
事業会計



（単位：円）

・ 2,188,911 232,451 2,421,362
・ 98,693,780 10,480,755 109,174,535
・ 1,211,333 128,636 1,339,969
・ 0 93,211 93,211
・ 0 1,269,618 1,269,618
・ 0 696,664 696,664
・ 0 6,836,590 6,836,590
・ 0 1,000,000 1,000,000
・ 32,367 3,437 35,804
・ 4,210,692 447,153 4,657,845
・ 12,340,484 948,993 13,289,477
・ 368,758,918 100,275 368,859,193
・ 2,579,759 107,631 2,687,390
・ 78,969 8,386 87,355
・ 1,513,466 0 1,513,466
・ 1,152,422 0 1,152,422
・ 3,135,901 1,634,901 4,770,802

経常費用計 1,872,777,973 90,729,547 0 1,963,507,520
当期経常増減額 148,044,027 153,246,771 0 301,290,798

２ 経常外増減の部

(1) 経常外収益

固定資産売却益 0 1,390,800 1,390,800
経常外収益計 0 1,390,800 0 1,390,800

(2) 経常外費用

事務所移転費用 0 852,660 852,660
ソフトウェア除去額 11,025,000 0 11,025,000

経常外費用計 11,025,000 852,660 0 11,877,660
当期経常外増減額 △ 11,025,000 538,140 0 △ 10,486,860
当期一般正味財産増減額 137,019,027 153,784,911 0 290,803,938

一般正味財産期首残高 4,566,192,226
一般正味財産期末残高 4,856,996,164

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0
指定正味財産期末残高 0

4,856,996,164

公益目的
事業会計

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 損 失

雑 費

建物付属設備減価償却費

什 器 備 品 減 価 償 却 費

ソフトウェア減価償却費

その他無形固定資産減価償却費

保 証 金 減 少 額

租 税 公 課

支 払 報 酬

寄 付 金

建 物 減 価 償 却 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス 料

火 災 保 険 料

諸 謝 金

法人会計 内部取引控除 合　計科         目



１． 重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）によっている。

固定資産の減価償却の方法

* 建物、建物付属設備及び什器備品………定率法による減価償却を実施している。

   　                               なお、平成10年4月1日以後取得の建物及び平成28年4月1日

    　                              以後取得の建物付属設備は定額法による減価償却を実施し

    　                              ている。

* ソフトウェア・その他無形固定資産……５年間の均等償却を実施している。

引当金の計上基準

* 貸倒引当金……………特定の債権について、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

　　　　　　　　　　している。

* 賞与引当金……………職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

　　　　　　　　　　を計上している。

* 退職給付引当金………役員及び職員の退職金支出に備えるため、期末における要支給額を計上して

                    いる。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

特定資産

　退職給付引当資産

　減価償却引当資産

　電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産

　JWNET機能改善積立資産

　基幹システム改善積立資産

　事務所基盤整備事業積立基金

　財政調整積立資産

　　定期預金 184,320,970 87,600,000 87,600,000 184,320,970

184,320,970 87,600,000 87,600,000 184,320,970　　　小　　計

226,828,878

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（１）

（２）

（３）

（４）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

28,578,196 1,000,000 254,407,074　　　小　　計

　　定期預金 128,010,000 100,000,000

　定期預金 13,551,507 0 13,503,795 47,712

　投資有価証券 1,586,448,493 13,503,795 0 1,599,952,288

1,600,000,000 13,503,795 13,503,795 1,600,000,000基　本　財　産　計

　　定期預金 226,828,878 28,578,196 1,000,000 254,407,074

398,178,196 290,600,000

450,000,000

　　　小　　計 450,000,000 0 0 450,000,000

　　定期預金 450,000,000 0

100,000,000

32,000,000 82,000,000 0

0

　　定期預金 50,000,000

　投資有価証券 100,000,000 100,000,000

221,010,000

2,852,159,848 411,681,991 304,103,795 2,959,738,044

　　　小　　計

1,359,738,044

141,010,000 100,000,000

特　定　資　産　計 1,252,159,848

20,000,000

100,000,000

100,000,000

208,010,000

13,000,000

20,000,000

0

100,000,000 0 0

100,000,000

0

0

0

　　定期預金 0 150,000,000 0 150,000,000

150,000,000

82,000,000 0

　　　小　　計 100,000,000 150,000,000

　　　小　　計 50,000,000 32,000,000

　　　合　　計

0　　投資有価証券 13,000,000

　　定期預金

　　　小　　計



３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

－ 　（ 47,712）　 －

－ 　（ 1,599,952,288）　 －

－ 　（ 1,600,000,000）　 －

特定資産

　退職給付引当資産

－ － 　（ 254,407,074 ）

－ － 　（ 254,407,074 ）

　減価償却引当資産

－ 　（ 184,320,970）　 －

－ 　（ 184,320,970）　 －

　電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産 　　

－ 　（ 450,000,000）　 －

－ 　（ 450,000,000）　 －

　JWNET機能改善積立資産 　　

－ 　（ 150,000,000）　 －

－ 　（ 150,000,000）　 －

　事務所基盤整備事業積立基金

－ 　（ 100,000,000）　 －

－ 　（ 100,000,000）　 －

　財政調整積立資産

－ 　（ 208,010,000）　 －

－ 　（ 13,000,000）　 －

－ 　（ 221,010,000）　 －

－ 　（ 1,105,330,970）（ 254,407,074 ）

－ 　（ 2,705,330,970）（ 254,407,074 ）

４． 固定資産の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額および当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

建　　　　　物

建物付属設備

什　器　備　品

土　　　　　地

ソフトウエア

その他無形固定資産 1,612,590

合     計 2,140,047,166 879,053,271 1,258,910,286

0

2,083,609

13,436,950 11,824,360

　　定期預金 100,000,000

　　定期預金 254,407,074

1,173,996,277

49,863,739 31,873,686 17,990,053

1,100,000 0 429,562

0

670,438

0827,172,273

　　　小　　計

221,010,000

　　定期預金

68,677,927 4,506,236 64,171,691

合　　計 2,959,738,044

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高減損損失累計額

1,413,171

0

710,113

1,600,000,000

　定期預金 47,712

　投資有価証券 1,599,952,288

254,407,074

（うち指定正味財
産からの充当額）

科　　目

　　定期預金 450,000,000

　　　小　　計

100,000,000

　　定期預金 208,010,000

　　　小　　計

5,800,000 3,676,716

2,001,168,550

　　　小　　計

　　投資有価証券 13,000,000

特　定　資　産　計 1,359,738,044

（うち一般正味財
産からの充当額）

基　本　財　産　計

（うち負債に対応
する額）

150,000,000

　　　小　　計 150,000,000

　　定期預金 184,320,970

　　　小　　計

当期末残高

450,000,000

184,320,970



５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

（単位：円）

※1：第113回 鉄道建設･運輸施設整備支援機構（ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ）

※2：第44回 国際協力機構（ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

※3：第69回 国際協力機構（ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

※4：第52回 東京地下鉄（ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨﾎﾞﾝﾄﾞ）

※5：第821回 東京都

６． 関連当事者との取引の内容

該当事項はない。

７． 重要な後発事象

該当事項はない。

　　米国債(10年) 57,824,446 53,042,886 △ 4,781,560

合　計

　　社債(10年)※2 13,000,000 12,866,100 △ 133,900

1,670,776,734 1,590,064,381 △ 80,712,353

　投資有価証券

921,012

　　社債(20年)※3 200,000,000 184,758,200

　財政調整積立資産

△ 15,241,800

△ 896,100

△ 14,580,000

　　社債(10年)※2 87,000,000

　　米国債(10年) 158,776,755 145,647,351 △ 13,129,404

　　第339回 国債(10年) 212,952,288 213,873,300

　　社債(10年)※4 100,000,000 95,410,000 △ 4,590,000

　基本財産

評価損益種類及び銘柄 帳簿価額 時　価

　　地方債(10年)※5 300,000,000 289,590,000 △ 10,410,000

△ 17,870,601

86,103,900

　　米国債(10年) 341,223,245 323,352,644

　　社債(20年)※1 200,000,000 185,420,000



１． 基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載しているため、省略している。

２． 引当金の明細

（単位：円）

目的使用

貸倒引当金 1,519,262 1,620,561 1,405,567 113,695 1,620,561

賞与引当金 26,100,433 28,956,468 26,100,433 0 28,956,468

退職給付引当金 226,828,878 28,578,196 1,000,000 0 254,407,074

（注）貸倒引当金の当期減少額その他は、未収金の回収等によるものである。

附　属　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
その他



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額
（流動資産）

現金 手許保管 運転資金として 459,731
預金 普通預金

 　三井住友銀行東京公務部 運転資金として 447,680,806
 　みずほ銀行横山町支店 運転資金として 52,364,530
郵便貯金 運転資金として 2,238,031
定期預金
 　三井住友銀行東京公務部 運転資金として 58,257,749
　 大和ﾈｸｽﾄ銀行 運転資金として 100,000,000

未収金 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料未収額 令和5年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料 372,813,290
環境省 令和5年度受託調査等事業費 5,280,000
出版社 令和5年度書籍印税･販売手数料 3,642
その他管理･事業未収額 令和5年度その他未収入金 253,440

未収利息
SMBC日興証券・みずほ証券･大和証券･野村
證券国債等利息

5,473,698

SMBC日興証券政府関係機関債利息 財政調整積立資産有価証券受取利息 7,195
前払金 令和6～7年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業を実施する

ためのﾚﾝﾀﾙﾗｲｾﾝｽ更新料､ｿﾌﾄ保守料等
92,400

令和6年度管理費等 81,129
講習会会場等 令和6年度講習会等事業を実施するための

会場費等
35,678,580

事務所管理会社等 令和6年4月分事務所借料等 8,845,650
損害保険会社 令和6年度事務所火災保険料等 344,339

流動資産合計 1,089,874,210

（固定資産）
　基本財産 預金 三井住友銀行東京公務部定期預金 47,712

投資有価証券 SMBC日興証券 第339国債 10年満期 212,952,288
SMBC日興証券 第44回国際協力機構ｿｰｼｬﾙﾎﾞ
ﾝﾄﾞ10年満期

87,000,000

SMBC日興証券 第52回東京地下鉄 10年満期 100,000,000
SMBC日興証券 米国債 10年満期 158,776,755
大和証券 第821回東京都ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ 10年
満期

300,000,000

みずほ証券 第113回鉄道･運輸機構ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞ
ﾝﾄﾞ20年満期

200,000,000

野村證券 第69回国際協力機構 20年満期 200,000,000
野村證券 米国債 10年満期 341,223,245

　特定資産 退職給付引当資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 役職員に対する退職金の支払に備えたも
の

254,407,074

減価償却引当資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 什器備品･ｿﾌﾄｳｪｱ等の購入に備えたもの 88,620,777
三井住友銀行東京公務部定期預金 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ事業等に使用 95,700,193
三井住友銀行東京公務部定期預金 200,000,000
大和ネクスト銀行定期預金 250,000,000

事務所基盤整備事業積
立基金

大和ネクスト銀行定期預金 事務所の基盤を拡充･整備すること目的と
して積み立てたもの

100,000,000

財政調整積立資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 108,010,000

大和ネクスト銀行定期預金 100,000,000

SMBC日興証券 第44回国際協力機構ｿｰｼｬﾙﾎﾞ
ﾝﾄﾞ10年満期

13,000,000

財　　産　　目　　録
令和６年３月３１日現在

貸借対照表科目

公益目的保有財産70％、管理運用財産
30％であり、運用益を各事業の財源とし
て使用

ｾﾝﾀｰの財政基盤強化のため積み立てたも
の

基本財産有価証券受取利息

電子マニフェストシステム
機器更新積立資産

資産取得資金として、電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑの
機器更新に使用

JWNET機能改善積立資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 資産取得資金として、電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑの
機能改善に使用

150,000,000

委託業者等



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額

建物 静岡県伊東市竹の内1-171 番2外 役職員の福利厚生を目的とした施設で、
公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

710,113

建物付属設備 事務所付属設備 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

64,171,691

什器備品 事務所内什器備品 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

15,475,126

公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

1,660,421

公益目的保有財産として講習会等事業等
に使用

854,506

土地 静岡県伊東市竹の内1-171 番2外 役職員の福利厚生を目的とした施設で、
公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

429,562

ソフトウェア 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

833,105,674

講習会ｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産として講習会事業等に
使用

335,569,969

事務所関連ｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

5,320,634

その他無形固定資産 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成費用 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

426,730

公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
等に使用

941,000

公益目的保有財産として講習会事業等に
使用

244,860

保証金 東急ﾊｰｳﾞｪｽﾄ 福利厚生施設登録料で、公益目的保有財
産90.4％、管理運用財産9.6％として使用 974,475

敷金 上野ﾌﾛﾝﾃｨｱﾀﾜｰ 81,058,320

投資有価証券 SMBC日興証券 米国債 10年満期 公益目的保有財産70％、管理運用財産
30％であり、運用益を各事業の財源とし
て使用

57,824,446

長期未収金 JWNET使用料等未回収分 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料等の未回収分 3,242,269
貸倒引当金 長期未収金対応分 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料等の未回収に備えたも

の
△ 1,620,561

固定資産合計 4,360,127,279
　　資産合計 5,450,001,489
（流動負債）

未払金 取引業者に対する支払額 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ事業
　 通信運搬費､派遣者費用等 80,528,971
講習会事業
　印刷費､電算処理委託費､講習会委託費等 138,628,486
その他（人件費･管理費）
  交通費･通信運搬費･資料作成費等 13,431,451

前受金 令和6年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業収入 令和6年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業収入に充当 219,512
令和6年度返金予定分 148,120

令和6年度分講習会受講料等 令和6年度講習会受講料等収入に充当 47,965,420
預り金 職員･講師等 給与･講師謝金等源泉税、住民税 6,320,723
未払消費税等 令和5年度未払消費税等 22,399,100
賞与引当金 職員 職員に対する賞与の支払に備えたもの 28,956,468

流動負債合計 338,598,251
（固定負債）

退職給付引当金 役職員 役職員に対する退職金の支払に備えたも
の

254,407,074

固定負債合計 254,407,074
　　負債合計 593,005,325
　　正味財産 4,856,996,164

貸借対照表科目

公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

　その他
　固定資産
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